
【要旨】
　本研究は、小売業者やサービス業者が導入しているロイヤルティ・プログラム（フリー
クエント・ショッパー・プログラム）の効果を、顧客心理プロセスに関して探求するもの
である。オンライン販売において、ロイヤルティ・プログラムは、顧客満足の向上にどの
ような効果を与えるか？ロイヤルティ・プログラムは、オンライン販売業者に対する顧客
の再購買意図を向上させることに寄与するか？リアル店舗と比較して、ネット店舗ならで
はの特徴はあるか？こうした問題意識に基づいて、本研究では、小売業者が導入している
ロイヤルティ・プログラムが、顧客の満足度、ロイヤルティ（再購買意図）、スイッチング・
コストに与える影響について、オンライン販売（ネット店舗）と実在店舗での販売（リア
ル店舗）を比較する、理論的・実証的研究をおこなった。
　すなわち、ネット店舗およびリアル店舗を運営する家電量販店のロイヤルティ・プログ
ラムを、ポイントを使用した経験の有無によってポイント使用者と非使用者に分け、それ
ぞれの顧客セグメントでロイヤルティ・プログラムが与える効果の違いを検証した。その
結果、次のことが明らかになった。①ネット店舗において、ポイント使用者の顧客満足度
は非使用者よりも高く、その差の大きさは、リアル店舗におけるポイント使用者と非使用
者の顧客満足度の差よりも大きい。②ネット店舗において、ポイント使用者のスイッチン
グ・コストは非使用者よりも低く、その差は、ネット店舗の方がリアル店舗よりも大きい。
③ネット店舗における顧客のロイヤルティは、ポイント使用者の方が非使用者よりも高い
が、その差は、リアル店舗におけるポイント使用者と非使用者のロイヤルティの差よりも
小さい。
　本研究は、小売企業がロイヤルティ・プログラムを導入する際、ネット店舗では顧客に
ポイントを与えて、使用させることは顧客満足と深い関係がある一方で、ネット店舗に対
するスイッチング・コストを高めることにも、ロイヤルティを高めることにも繋がらない
ことが示唆された。これがリアル店舗との違いである。むしろ、ネット通販業者は、ロイ
ヤルティ・プログラムを導入することで、ポイントによる囲い込みを図るよりも、品揃え
やサービスなどを強化することによって、顧客の満足度を高めることの方が、ロイヤルテ
ィをより効果的に高める上で、リアル店舗以上に重要であることが本研究から示唆された。
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1. はじめに

　通信販売業者を含めた数多くの小売業者やサービス業者がロイヤルティ・プログラムを
導入している。ロイヤルティ・プログラムは、小売業界ではフリークエント・ショッパー・
プログラムと呼ばれ、小売業者が顧客に特典を与えることでリピート購入を促進する、連
続的なインセンティブのプログラムである1） 。購買金額や購買回数などに応じて、顧客は「ポ
イント」を与えられ、累積したポイント残高に応じた特典（例えばポイント数に応じた値
引きや優遇的取扱など）の提供を受ける。ロイヤルティ・プログラムはCRMをおこなう
上での道具的ツールと捉えられているが、その最大の特徴は、ポイントという人工的ツー
ルによって顧客行動を操作しようとする点にある。本研究では、ロイヤルティ・プログラ
ムの効果について、ポイントが顧客の心理や行動に与える効果に焦点を当てている。
　先行研究によれば、ロイヤルティ・プログラムは行動的ロイヤルティを向上させる効果
を持つことが知られており、概ねコンセンサスが得られている（Köcher 2015）。また，
ロイヤルティ・プログラムは顧客満足を高める効果をもつ、という研究知見も報告されて
いる（Bridson et al. 2008、Gomez et al. 2006）。しかしながら、ロイヤルティ・プログラ
ムが行動的ロイヤルティや顧客満足に与える効果を検証する部分的な研究が多い一方で、
顧客満足とロイヤルティの関係を中核とした包括的なモデルを構築し、ロイヤルティ・プ
ログラムの効果を検証している研究は少ない。
　さらに、ロイヤルティ・プログラムは、リアル店舗業者だけでなく、オンライン専業の
小売業者も、さらにはオンラインとオフラインを併用する小売業者も、顧客の囲い込みを
図るために導入している。リアルやネットといった小売業態としての違いは様々に議論さ
れている一方で、そうした小売業態におけるロイヤルティ・プログラムの効果にはいかな
る違いがあるかに焦点を当てた研究は少なく、今後、探求すべきフロンティアである。
　ロイヤルティ・プログラムは、消費者と小売業との関係性構築に貢献し、顧客満足とロ
イヤルティとの結びつきを強化するか。それとも、ポイントによって心理的なスイッチン
グ・コストを上昇させることを通じてのみ、ロイヤルティを増大させるのか。さらには、
これらの効果はリアル店舗とネット店舗の間で違いがあるか。このような問題意識に基づ
いて、本研究は、ロイヤルティ・プログラムが顧客の満足度および態度的ロイヤルティ（再
購買意図）に与える効果について、リアル店舗とネット店舗との比較を行い、理論的・実
証的に解明することを目的としている。理論的には、顧客満足とロイヤルティを含む包括
的モデルに、スイッチング・コストを加えたモデルを構築する。実証研究では、同じ業種
でリアル店舗とネット店舗を同時に運営している業界として、家電量販を取り上げる。本
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研究によって、顧客満足とスイッチング・コストが小売業者に対する顧客のロイヤルティ
に与える効果を明らかにするとともに、顧客満足、スイッチング・コスト、ロイヤルティ
の水準が、ロイヤルティ・プログラムの有無、そしてネット店舗かリアル店舗かによって
どのように異なるかも取り扱う。
　論文の構成は以下のとおりである。第2節では、ロイヤルティ・プログラムが顧客満足
やロイヤルティ形成とどのように関連するかに関する先行研究をレビューし、本研究の位
置づけを確認する。第３節において、本研究の研究目的を確認し、仮説を提示する。第4
節では、実証研究の方法を、使用するデータと推定モデルに沿って説明する。第5節で研
究結果を報告したのち、第6節で本研究結果の考察とまとめをおこなう。

2. 先行研究のレビュー

2.1. ロイヤルティ・プログラムがロイヤルティに与える影響
　ロイヤルティ・プログラムが、顧客のロイヤルティを向上させるかどうかは、ロイヤル
ティをどう捉えるかによって議論が分かれる。一般に、あるブランドに対する顧客のロイ
ヤルティは、行動的ロイヤルティと態度的ロイヤルティに大別される（Day 1969）。前者
は顧客の行動面から見たロイヤルティであり、同一ブランドの反復購買、あるいは、財布
シェア（取扱商品の総購入金額のうち当該店舗での購入比率）や回数シェア（当該業態で
の購買回数における当該店舗での購買回数の比率）などで表される（清水2004）。後者の
態度的ロイヤルティについては、さまざまな概念定義が存在し（小野2002、南2006）、特
定企業との取引を継続し続ける行動的意図と捉える場合や、企業との関係性コミットメン
ト捉える場合などがある2） 。

表１　ロイヤルティに与える影響に関する研究
研究 研究概要 主な知見

De Wulf et al. （2001）
スーパーマーケットお
よび衣類小売業におけ
るインタビュー調査

・ロイヤルティ・プログラムの特典は行動的ロイヤ
ルティ（財布シェアや訪問シェア）に正の効果がある。
・この効果は知覚される関係性投資と関係性資産に
媒介される。

Evanschitzky and
Wunderlich （2006）

ホームセンターにおけ
るインタビュー調査

・ロイヤルティ・プログラムの会員は、行動意欲的
ロイヤルティ（行動意図）から行動ロイヤルティ（購
買頻度や購買金額）への関係を強化する。

Gómez et al. （2006）
スーパーマーケットに
おけるアンケート調査

・ロイヤルティ・プログラムの会員は非会員に比べ
て、店舗への行動的ロイヤルティおよび態度的ロイ
ヤルティが高い。

Lacey （2009）
百貨店におけるアンケ
ート調査

・ロイヤルティ・プログラムの会員は関係性コミッ
トメント（特定の企業やブランドに対する永続的な
態度や熱望）と購買の増加との関係を強化する。

Leenheer et al. （2007）
スーパーマーケットに
おけるパネルデータ分
析

・ロイヤルティ・プログラムの会員は財布シェアを
増加させる。
・競合店舗のロイヤルティ・プログラムの会員は、
財布シェアに負の影響を与える。
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Mägi （2003）
スーパーマーケットの
店舗選択日記とアンケ
ート調査

・ロイヤルティ・プログラムの会員は、ターゲット
の小売業の財布シェアに対して正の効果がある。
・競合店のロイヤルティ・プログラムの会員に同時
になると、財布シェアに負の影響を与える。

M e y e r - W a a r d e n 
（2007）

スーパーマーケットの
パネルデータ分析

・ロイヤルティ・プログラムの会員は、焦点を当て
た店舗の財布シェアを向上させる。
・ロイヤルティ・プログラムの会員になると、店舗
への距離と財布シェアの負の関係を緩和する（店舗
への距離が短い場合は特に）

Noodhoff et al. （2004）
スーパーマーケットの
顧客調査

・ロイヤルティ・プログラムは店舗への行動的ロイ
ヤルティに対して正の効果がある（財布シェアや購
買頻度）-ただし競合店のロイヤルティ・プログラム
の数が限定的な場合に限る

Smith et al. （2003）
小売業における日記と
アンケート調査

・ロイヤルティ・プログラムの非会員は、会員に比
べて小売業へのロイヤルティが低く、関与度が低く、
感情的な愛着が低い。

Verhoef （2003）
金融サービスにおける
顧客調査と顧客データ
ベース分析

・ロイヤルティ・プログラムの会員は、顧客シェア
と維持率の伸長に正の影響を与える。

Wirtz et al. （2007）
クレジットカードのロ
イヤルティ・プログラ
ムの実験

・ロイヤルティ・プログラムの魅力は、スイッチング・
コストにかかわらず、財布シェアに対して正の影響
を与える。

　ロイヤルティ・プログラムが行動的ロイヤルティに与える効果、すなわち、同一の店舗
ブランドを繰り返し利用することに与える直接効果については、概ね正の影響があること
が確認されている（例えばGómez et al. 2006、Leenheer et al. 2007、Magi 2003、Verhoef 
2003）。また、店舗までの距離と行動的ロイヤルティの間には負の関係が見られるが、小
売業者がロイヤルティ・プログラムを導入することによって、そうした負の関係が緩和さ
れ、顧客が再来店しやすくなる調整効果も確認されている（Meyer-Waarden 2007）。し
かしながら、顧客が競合店舗のロイヤルティ・プログラムの会員になると、対象店舗への
行動的ロイヤルティが低下する負の直接効果があることが確認されている（Magi 2003; 
Leenheer et al. 2007; Meyer-Waarden 2007; Noodhoff et al. 2004）。さらに、ロイヤルティ・
プログラムの特典やロイヤルティ・プログラム自体がもつ魅力が、顧客内シェアを向上さ
せることが確認されている（Wirtz et al. 2007）。これらの先行研究の知見を、表１にまと
めている。
　一方、ロイヤルティ・プログラムが、顧客の態度的ロイヤルティに与える効果には、直
接効果と調整効果に関する研究がある。直接効果に関する研究としては、Gómez et al. 

（2006）やSmith et al. （2003）が挙げられる。Gómez et al. （2006）は、ロイヤルティ・プ
ログラムの会員で、なおかつポイントを使用したことがある経験者は、非使用者に比べて、
態度的ロイヤルティ（好意的態度、満足度、信頼度、コミットメント）が有意に高いこと
を確認している3） 。Smith et al. （2003）もまた、ロイヤルティ・プログラムの会員で使用
経験がある顧客は、非使用者に比べて小売業に対するロイヤルティが高く、関与度が高く、
感情的な愛着が高いレベルであることを確認している。
　ロイヤルティ・プログラムが態度的ロイヤルティに与える調整効果については、
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Evanschitzky and Wunderlich （2006） やLacey （2009） が 挙 げ ら れ る。Evanschitzky 
and Wunderlich （2006）は、Oliver （1999）のロイヤルティの段階形成に関する概念モデ
ルに基づいて、ホームセンターを対象とした実証研究をおこなった。彼らの研究では、動
能的ロイヤルティ（Conative Loyalty；購買意図）の高さは行為的ロイヤルティ（Action 
Loyalty；購買頻度や購買金額）に正の効果をもつ関係にあるが、ロイヤルティ・プログ
ラムの有無によってさらにその効果が高くなる正の調整効果が見られた。同様に、Lacey 

（2009）は、店舗への関係性コミットメントが購買行動に与える正の関係が、ロイヤルティ・
プログラムによって強化される調整効果が見られることを確認している。
　以上の先行研究の知見を、同じく表１に示している。小売業者が提供するロイヤルティ・
プログラムが、当該小売業者に対する顧客のロイヤルティに与える効果としては、正の直
接効果および調整効果が見られることが確認されている、と総括できる。ただし、それら
の先行研究で取り扱っているのは顧客の行動的ロイヤルティであり、態度的ロイヤルティ
に関する研究が少ない傾向にある。ロイヤルティ・プログラムの導入によって、結果的に
は、顧客の再購買が促進されているものの、なぜそうした行動ロイヤルティが高まったか、
すなわち、顧客満足の向上などを通して、満足-ロイヤルティの関係が強化されたのか、
顧客が高いスイッチング・コストを知覚したために、同じ店舗ブランドを使うロックイン
効果が働いたからなのかといったメカニズムまでは解明されていない。本研究の関心は、
そのメカニズムを探求することにある。

2.2. ロイヤルティ・プログラムが顧客満足に与える影響
　ロイヤルティ・プログラムが顧客の行動ロイヤルティに及ぼす効果のメカニズムを解明
する一つの理論的手がかりは、顧客満足の向上といかに関わっているかに見いだすことが
できる。ロイヤルティの主要な先行要因の一つとして顧客満足は（Andersen et al 1994）、
いくつか異なった形で定義される。一般に、満足は、好ましく満たされた状態（pleasurable 
fulfillment）をさすが（Oliver 1999）、ある特定ブランドに対する顧客経験を時間軸に沿
って捉えた場合、取引特定的満足（transaction specific）と累積的満足（cumulative）に
分けることができる（Fornell et al. 1996; Johnson et al., 1995; Oliver 2010）。取引特定満
足とは、ある製品・サービスないしその特性に関する事前期待と実際のパフォーマンスが、
どの程度、上回っているか、下回っているか、あるいは一致しているかに関わる評価であ
る（Tse and Wilton 1988; Oliver 1980, 2010）。それに対して、累積的満足とは、ある製品・
サービスに関して、時間経過の中で繰り返される購買と消費の経験に対する全体的評価で
ある（Fornell 1992）。小売業の店舗ないしはサイトに関してみれば、前者は、今回の買
い物だけについて満足か不満かが問題になり、後者は、これまでの買い物経験を振り返っ
て総合的に満足か不満かが問題となる。ロイヤルティ・プログラムに関わる顧客満足は、
後者の累積的満足を用いて検討するのが妥当と言えよう。
　ロイヤルティ・プログラムが顧客満足に与える効果に関する研究として、Gómez et al. 
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（2006）やBridson et al. （2008）が挙げられる。Gómez et al. （2006）は、ロイヤルティ・
プログラムの会員は非使用者に比べて、総合的な顧客満足が有意に高いことを確認してい
る。しかし一方で、Smith et al. （2003）によると、ロイヤルティ・プログラムの会員は非
使用者に比べて当該ブランドに対して批判的な態度を示し、非使用者ほど満足していない、
と報告している。このように、ロイヤルティ・プログラムが顧客満足へ与える影響につい
ては結論が一致していない。

表２　顧客満足に与える影響に関する研究
研究 研究概要 主な知見

Bridson et al. （2008）

H&BC小売業における
アンケート調査

・ロイヤルティ・プログラムのハード特典（値引き、
クーポン、ポイント付与など）の重要度は、ロイヤ
ルティよりも満足度に対して、より大きな正の影響
を与える。
・ソフト特典（特別待遇など）の重要度は、満足度
よりもロイヤルティに対して、より大きな正の影響
を与える。

Gómez et al. （2006） スーパーマーケットに
おけるアンケート調査

・ロイヤルティ・プログラムの会員は非会員に比べ
て、総合的な顧客満足が高い。

Smith et al. （2003）
小売業における日記と
アンケート調査

・ロイヤルティ・プログラムの会員は非会員に比べ
て批判的で、非会員ほど満足していない。しかし、
会員は非会員ほど移り気ではない。

　さらに、Bridson et al. （2008）は、ロイヤルティ・プログラムで会員に提供される二つ
のタイプの特典が、満足とロイヤルティに与える効果の相対的な大きさについて研究して
いる。一般に、ロイヤルティ・プログラムで提供される特典は、ハード特典（値引き、ク
ーポン、ポイント付与など）とソフト特典（特別待遇など）に分けられる。彼らの研究に
よると、顧客満足に対しては、ハード特典の重要度（どれくらい重視するか）の方がソフ
ト特典よりも高い効果をもつ。しかしながら、ロイヤルティに対しては、ハード特典より
もソフト特典の方が高い効果をもつことが明らかになっている。
　以上の先行研究の知見をまとめたものが、表２である。ロイヤルティ・プログラムが顧
客のロイヤルティに与える効果に関する研究に比べれば研究知見が少なく、ロイヤルティ・
プログラムが顧客満足に与える効果については、正と負の両方の影響があると報告されて
おり、結論は見出されていない。

2.3. ロイヤルティ・プログラムのスイッチング・コスト形成に関する研究
　ロイヤルティ・プログラムが顧客の行動ロイヤルティに及ぼす効果のメカニズムを解明
するもう一つの理論的な手がかりは、顧客が知覚するスイッチング・コストである。スイ
ッチング・コストとは、一般に、消費者が他の店舗にスイッチする際に知覚する経済的、
社会的、心理的なリスクである（Fornel 1992）。Burnham et al. （2003）は、スイッチング・
コストを大きく、①手続き的スイッチング・コスト、②経済的スイッチング・コスト、③
関係的スイッチング・コストに大別し、それぞれロイヤルティに正の効果を与えているこ
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とを明らかにしている。このようなスイッチング・コストによって、消費者が企業に囲い
込まれている状態は、ロックイン（lock-in）と呼ばれる（Shapiro and Varian 1999）。ロ
ックインには様々なタイプがあるが、ロイヤルティ・プログラムは、企業が消費者のロッ
クインを促す手段の１つと捉えられる（Shapiro and Varian 1999、p.117）。ロイヤルティ・
プログラムは、消費者が当該店舗から買うのを止めて他の店舗に乗り換えると、当該店舗
ですでに貯めたポイントを失うという意味でのコスト、すなわちスイッチング・コストを
生み出す、と考えられている。
　これまで、ロイヤルティ・プログラムがもたらすスイッチング・コストについて様々な
研究が行われているが、ロイヤルティ・プログラムによって、どれくらいのスイッチング・
コストが発生しているかを計測した研究は、航空会社のフリークエント・フライヤー・プ
ログラムについて多くの研究蓄積がある。例えば、Carlsson and Lofgren （2006）は、航
空会社のフリークエント・フライヤー・プログラムに伴うスイッチング・コストを計測し、
平均チケット価格の12％に相当する、という結果を得ている。同様に、Nako （1992）は
平均チケット価格の10％、Proussaloglou and Koppelman （1999）は平均チケット価格の8
～ 11％、Morrison and Winston （1989）は平均チケット価格の10％という結果であった4） 。
　クレジットカードのロイヤルティ・プログラムを比較して、相対的な魅力度と相対的な
スイッチング・コストの高さが、クレジットカードに対する顧客のロイヤルティに与える
効果を検証したWirtz et al. （2007）の研究がある。彼らによると、顧客が知覚したスイッ
チング・コストは財布シェアに正の効果を与えており、特に企業に対する態度的ロイヤル
ティが低い方が、その効果が大きいことが示されている。
　以上の先行研究の知見を表３にまとめた。ロイヤルティ・プログラムがスイッチング・
コストに与える効果については、航空会社では平均チケット価格の8 ～ 12％と推定されて
いるが、その他の業種については金額的なコストの推定には至っていない。さらには、ス
イッチング・コストが態度的ロイヤルティに与える効果については、明らかになっていな
い。

表３　スイッチング・コスト形成に関する研究
研究 研究概要 主な知見

Carlsson and Lofgren 
（2006）

航空会社のフリークエ
ント・フライヤー・プ
ログラムに関する購買
データ

・フリークエント・フライヤー・プログラムはスイ
ッチング・コストを上昇させ、それは平均チケット
価格の12％である。

Nako （1992）
航空会社のフリークエ
ント・フライヤー・プ
ログラムに関する購買
データ

・フリークエント・フライヤー・プログラムはスイ
ッチング・コストを上昇させ、それは平均チケット
価格の10％である。

Morrison and Winston 
（1989）

航空会社のフリークエ
ント・フライヤー・プ
ログラムに関する購買
データ

・フリークエント・フライヤー・プログラムはスイ
ッチング・コストを上昇させ、それは平均チケット
価格の10％である。
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Proussa log lou  and 
Koppelman （1999）

航空会社のフリークエ
ント・フライヤー・プ
ログラムに関する購買
データ

・フリークエント・フライヤー・プログラムはスイ
ッチング・コストを上昇させ、それは平均チケット
価格の8 ～ 11％である。

Wirtz et al. （2007）

クレジットカードのロ
イヤルティ・プログラ
ムの実験

・ロイヤルティ・プログラム間の知覚スイッチング・
コストは、高い態度的ロイヤルティよりも低い態度
的ロイヤルティの方が、財布シェアを増大させるこ
とにおいて、より効果的である
・上記の効果は、魅力的なロイヤルティ・プログラ
ムにおいてより強い。

2.4. ロイヤルティ・プログラムに関する先行研究の課題
　これまでの先行研究のレビューから、いくつかの課題を指摘できる。第１に、ロイヤル
ティ・プログラムが、ロイヤルティや顧客満足といった変数とどのような関係があるかを
個別に取り扱った研究が多く、顧客満足とロイヤルティの関係を含む包括的なモデルによ
って、ロイヤルティ・プログラムが顧客のロイヤルティの形成に、どのような役割を果た
しているかという研究が必要である。この点は、ロイヤルティ・プログラムの先行研究を
その理論的系統からレビューしたHenderson et al. （2011）も同様の指摘をしている。
　第２に、ネット店舗とリアル店舗におけるロイヤルティ・プログラムの効果の違いに焦
点を当てた研究の必要性である。例えば、Shankar et al. （2003）は、顧客満足とロイヤ
ルティとの関係についてホテル業界のオンラインユーザーとオフラインユーザーの比較を
おこない、顧客満足はオンラインとオフラインで同等であるが、ロイヤルティはオンライ
ンの方がオフラインよりも高く、さらに総合満足度とロイヤルティが相互に強化する度合
いはオンラインの方がオフラインよりも高い、と報告している。このことは、ロイヤルテ
ィ・プログラムの導入によって、顧客のロイヤルティと総合満足度を高める可能性を示唆
するが、Shankar et al. （2003）で用いた調査対象者のほぼ全員はロイヤルティ・プログ
ラムの会員であるため、ロイヤルティ・プログラムの効果までは検証に至っていない。
　第３に、ロイヤルティ・プログラムがスイッチング・コストに与える効果については、
航空会社以外の研究はほとんど存在しない。航空会社以外の業種においても、顧客満足と
ロイヤルティとの関係を含む包括的なモデルにスイッチング・コストを取り込み、ロイヤ
ルティ・形成のプロセスにおいてスイッチング・コストの媒介効果を検証していく必要が
ある。
　第４に、顧客満足とロイヤルティの関係については、概ね正の関係があることは認めら
れているが、その間に各種の調整効果が働くことも指摘されている。ロイヤルティ・プロ
グラムを、その調整変数の一つとして検討することができる。つまり、スイッチング・コ
ストを含む顧客満足-ロイヤルティ形成モデルを構築することで、ロイヤルティ・プログ
ラムが調整変数として果たす役割を検証する必要がある。
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3. 本研究の仮説と目的

3.1. 本研究の目的
　本研究の目的は、ロイヤルティ・プログラムが顧客の満足および態度的ロイヤルティに
与える影響について、リアル店舗とネット店舗を比較しながら、理論的・実証的に検証す
ることである。すなわち、顧客満足とロイヤルティの関係をベースとして、そこにスイッ
チング・コストを含んだ顧客ロイヤルティ形成モデルを構築する。顧客維持を図る企業の
取り組みは、製品・サービスに対する顧客満足を高めるような促進要因だけでなく、何ら
かの制約要因によっても実現する。Bendapudi and Berry（1997）は、顧客がサービス業
者との関係維持に向かう源泉として、関係を維持したいという献身（dedication）と、関
係に止まらざるをえない制約（constraints）を挙げて、それぞれに影響を与える動機付け
と、それぞれがもたらす結果が異なることを指摘している。スイッチング・コストは、こ
の制約に関わる概念である5） 。したがって、我々のモデルは、ロイヤルティに対する促進
要因と制約要因の両方を含んだものとして位置付けられる。
　このモデルにおいて、ロイヤルティ・プログラムは調整変数として取り扱われ、満足や
スイッチング・コストがロイヤルティ形成に及ぼす効果の大きさを調整する役割をもつ、
と想定される。モデルの具体的な構成は、顧客満足、ロイヤルティ（再購買意図）、スイ
ッチング・コストの水準、それらの間の関連性、そして、調整変数としてのロイヤルティ・
プログラムの有無ならびにポイント使用の有無である。加えて、リアル店舗とネット店舗
との比較によって、これらの関連性がどのように異なるかを見る。以上の研究目的のもと
で分析をおこなうため、同一小売業者でリアル店舗とネット店舗を同時に運営している業
界として、家電量販店を研究対象とする。

3.2. 本研究の仮説
　リアル店舗とネット店舗で比較した際のロイヤルティ・プログラムの最大の違いは、顧
客が商品・サービスビスを購買する時点におけるポイントの「可視化」にある、と考えら
れる。ポイントの可視化とは、購買前にポイント残高がどれくらいあるかを認識し、購買
時にその残高から使用するポイント額を考慮して買物をおこなうことである。リアル店舗
において、会計時にポイントを使うか否かを店員から訊ねられることはあるが、消費者は
正確なポイント残高を知らないまま、ポイントを行使したらといくら割安になるかを考え
る機会はそれほどない、と考えられる。購買金額に応じて付与されるポイントを貯めるか、

（残高がいくらかわからないが）ポイントを使い切ってしまう、といった行為がとられて
いる、と考えられる6） 。それに対して、ネット店舗において買い物をする際、画面に保有
ポイント数が表示されることが多いため、決済時に自分がいくらのポイントを行使できる
かを考えることができる。
　こうしたことを考慮すると、ネット店舗の方がリアル店舗よりもポイントの可視化の度
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合いが高いと考えられる。ポイントが可視化されることによって、顧客は購買時にポイン
ト値引きを意識することから、結果的に支払いコストが低下したことにより、満足度が向
上する、と考えられる。そして、この効果はポイント使用者の方が非使用者に比べて大き
い、と考えられる。
　したがって、ネット店舗の方がリアル店舗よりもロイヤルティ・プログラムに関する価
値が高く認知され、その結果、顧客満足を高めるであろう。以上のことから、仮説１が導
出される。

　仮説１：ネット店舗における顧客満足は、ポイント使用者の方が非使用者よりも高く、
その差は、リアル店舗におけるポイント使用者と非使用者の差よりも大きい。

　さらに、ネット店舗におけるポイントの可視化は、他の店舗へ乗り換える際のスイッチ
ング・コストを高め、ポイントカードの会員をよりロックインさせるであろう。

　仮説２：ネット店舗におけるスイッチング・コストは、ポイント使用者の方が非使用者
よりも高く、その差は、リアル店舗におけるポイント使用者と非使用者の差よ
りも大きい。

　ネット店舗におけるポイントの可視化は、貯蓄したポイントが分散しないように、顧客
は使用する店舗を集約化するだろう。また、仮説２で述べたロックイン効果によって、ロ
イヤルティは高くなるだろう。したがって、以下の仮説が導出される。

　仮説３：ネット店舗におけるロイヤルティ（再購買意図）は、ポイント使用者の方が非
使用者よりも高く、その差は、リアル店舗におけるポイント使用者と非償使用
者の差よりも大きい。

　ネット店舗におけるポイントの可視化は、顧客満足→ロイヤルティのパスをより強くす
るであろう。なぜならば、ネット店舗の買い物に満足した顧客は、スマートフォンなどの
モバイル端末を使えば、いつでもどこでもネット店舗にアクセスできる状態にある。そこ
で、オンラインサイトでのポイント残高が可視化されていれば、顧客にとってさらにそれ
を貯める動機付けとなり、結果的にロイヤルティを高めるだろう。また、それは顧客満足
→スイッチング・コストのパスをもより強くするであろう。そして、それはまた、スイッ
チング・コスト→ロイヤルティのパスをより強くもするであろう。まとめると、以下の仮
説が導出される。

　仮説４ａ：ネット店舗における顧客満足→ロイヤルティのパスは、ポイント使用者の方
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が非使用者よりも高く、その差は、リアル店舗におけるポイント使用者と非
使用者のパスの差よりも大きい。

　仮説４ｂ：ネット店舗における顧客満足→スイッチング・コストのパスは、ポイント使
用者の方が非使用者よりも大きく、その差は、リアル店舗におけるポイント
使用者・非使用者のロイヤルティのパスの差よりも大きい。

　仮説４ｃ：ネット店舗におけるスイッチング・コスト→ロイヤルティのパスは、ポイン
ト使用者の方が非使用者よりも大きく、その差は、リアル店舗におけるポイ
ント使用者と非使用者のパスの差よりも大きい。

4. 分析モデルと分析データ

4.1. 分析モデル
　本研究においても顧客満足を、小売店舗に対するロイヤルティ形成の主要因の１つと捉
える。そこで、本研究における分析モデルは、顧客満足-ロイヤルティの関連性を基盤と
する。顧客満足は、顧客のロイヤルティの主要な先行要因である（例えばAnderson et al. 
1994、Jones et al. 2000、Lee et al. 2001）。さらに、ロイヤルティに影響を与える要因と
してスイッチング・コストを導入する。
　顧客満足-ロイヤルティの関係に対して、スイッチング・コストがいかなる効果を与え
るかに関しては、①直接効果、②媒介効果、③交互作用効果（調整効果）、の３つのアプ
ローチが存在する（酒井2010）。本研究においては、スイッチング・コストそのものの大
きさを確認しつつ、その効果の大きさを確認するため、第１に、スイッチング・コストを
ロイヤルティの先行要因の一つと捉える①直接効果を想定する。第２に、顧客満足と顧客
ロイヤルティの間に介在する要因としてスイッチング・コストを捉える②媒介効果を想定
する。以上の２つの効果を含めた、顧客ロイヤルティ形成モデルを図１の通りである。

顧客満足 ロイヤルティ

スイッチン
グ・コスト

図１　分析モデル；顧客ロイヤルティ形成モデル
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　この分析モデルを用いて、ロイヤルティ・プログラムによる調整効果を検証するととと
もに、それをリアル店舗とネット店舗間で比較する。ここでは、リアル店舗とネット店舗
を一つのデータセットで直接比較するのではなく、別のモデルで推定する。なぜなら、同
一のモデルで比較をするためには、モデル構造について、配置と測定の不変性が確認され
なければならない。しかしながら、二つの業態を合わせた場合、不変性が確認しにくいか
らである。
　リアル店舗のポイント使用者と非使用者の差およびネット店舗のポイント使用者と非使
用者の差を比較することが、本研究の目的である（図２）。具体的には、①ネット店舗の
ポイント使用者、②ネット店舗のポイント非使用者、③リアル店舗利用者のポイント使用
者、④リアル店舗利用者のポイント非使用者の計４グループを抽出し、①～④の４群によ
る多母集団の平均構造分析をおこなう7） 。多母集団の平均構造分析とは、母集団が複数あ
る場合に母集団間で因子平均やパス係数を比較することが可能な共分散構造分析のことで
あり（豊田2007）、これにより顧客満足やロイヤルティの因子平均の違い、そして、構成
概念間のパス係数の違いを比較することが可能となる。

 

ポイント使用者

ポイント非使用者

ポイント使用者

ポイント非使用者

比較

ネット店舗 リアル店舗

図２　本研究における比較対象

4.2. 測定尺度
　分析モデルで示した顧客満足、ロイヤルティ、スイッチング・コストの各構成概念の測
定尺度は、先行研究で信頼性や妥当性が確認されているものを参考に、表４の通り設定し
た。顧客満足とロイヤルティについては、JSCI（日本版顧客満足度指数）のモデルで使
用されている尺度を使用した。顧客満足は、全体的満足、選択満足（選択の妥当性）、生
活満足という３つの質問項目を「これまでの経験を振り返って」という条件文をつけるこ
とで累積的満足として測定している。ロイヤルティは、Oliver（1999）でいう動能ステー
ジにあたる再購買意図を多項目で尋ねるかたちで操作化した。Bolton et al.（2004）の顧
客資産マネジメントの枠組みにしたがうと、一定期間における購買行動を、長さ、広さ、
深さで捉えることができる。ここでは、ロイヤルティ（再購買意図）を、長さ（length）
を表す継続期間、広さ（breadth）を表す利用目的の多様性、深さ（depth）を表す利用
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頻度で捉え、それぞれの再購買意図を質問項目として設定している。スイッチング・コス
トについては、Burnham et al. （2003）らを参考にした酒井（2012）の手続き的スイッチ
ング・コストに相当する3項目（探索コストと学習コストと評価コスト）、経済的スイッチ
ング・コストに相当する2項目（金銭的損失コスト、ベネフィット損失コスト）を用いる。

表４　本研究で使用された観測変数
潜在変数 観測変数 出典

顧客満足

【全般】利用経験を踏まえてどの程度満足しているか
【選択満足】当企業・サービスを選んだのは良い選択だったと思
うか

【生活満足】当企業・サービスはあなたやあなたの周辺を豊かに
するのにどの程度役立っていると思うか

南・小川（2010）

ロイヤルティ
【第一候補】次回も当企業・サービスを第1候補にすると思う
【関連購買】これまでよりも幅広く利用したい
【頻度】今までより頻繁に利用したい
【持続期間】これからも利用し続けたい

南・小川（2010）

スイッチング・コ
スト

【経済的損失コスト】新たに他に乗り換えると、金銭的にはかえ
って高くつきそうだ

【学習コスト】もし「企業名」を乗り換えたら、新たに利用する「業
種名」のしくみに慣れるのが大変だろう

【ベネフィット損失コスト】他の「業種名」に乗り換えると、今
まで「企業名」で積み上げてきたポイント、信用、サービス特
典などが無くなってしまうだろう

【評価コスト】たとえ手元に情報があっても、「企業名」と他の「業
種名」の特長を比較するのは、とても手間がかかる

【探索コスト】「企業名」より良い「業種名」を探すのは、手間
がかかる

酒井（2012）

4.3. 分析データの概要
　使用するデータは、リアル店舗とネット店舗の両方を運営している家電量販店の顧客満
足度調査のデータである。データベースは、JCSI（日本版顧客満足度指数）調査2013年
度によるものである（SPRING:サービス産業生産性協議会による調査）。調査実施時期は、
2013年10月１日～ 28日である8） 。分析対象となるのは大手家電量販３チェーンであり、そ
れぞれチェーンA、B、Cと呼ぶ。３チェーンともリアル店舗とネット店舗を展開しており、
これらすべてのチェーンにおいて、ポイント会員は、貯まったポイントを１ポイント単位
で使用することができるロイヤルティ・プログラムを行っている。今回の分析に用いるサ
ンプルサイズは、表５の通りである。

表５　サンプルサイズ
ポイント使用者 ポイント非使用者

リアル店舗 � 265 � 635
ネット店舗 � 259 � 990
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5. 分析結果

5.1. 構成概念の信頼性と妥当性の検証
　まず、構成概念の信頼性と妥当性を確認する。信頼性に関しては、クロンバックのαと
Composite Reliability（CR）、妥当性はAverage Variance Extracted（AVE）を用いて検
討する。検証結果は表６に表したとおりである。

表６　信頼性と妥当性の検証結果
潜在変数 観測変数 平均 標準偏差 因子負荷

量
クロンバ
ックα CR AVE

顧客満足
【全般】 � 7.44 � 1.66 � 0.95

� 0.96 � 0.96 � 0.88【選択満足】 � 7.55 � 1.69 � 0.97
【生活満足】 � 7.33 � 1.66 � 0.90

ロ イ ヤ ル テ
ィ

【第一候補】 � 5.02 � 1.41 � 0.90

� 0.90 � 0.90 � 0.94【関連購買】 � 5.00 � 1.33 � 0.86
【頻度】 � 4.66 � 1.37 � 0.85
【持続期間】 � 5.54 � 1.26 � 0.74

ス イ ッ チ ン
グ・コスト

【経済的リスクコスト】 � 3.89 � 1.49 � 0.66

� 0.84 � 0.85 � 0.89
【学習コスト】 � 3.42 � 1.53 � 0.82
【ベネフィット損失コスト】� 4.04 � 1.66 � 0.61
【評価コスト】 � 3.84 � 1.47 � 0.66
【探索コスト】 � 3.63 � 1.52 � 0.86

　すべての質問項目の平均値と標準偏差を算出し、天井効果と床効果がみられないことを
確認した。クロンバックのα係数は0.70以上（Hair et al. 2014）、CRは0.70以上（Bagozzi 
and Yi 1988）、AVEは0.50以上（Fornell and Larcker 1981）が望ましいとされているが、
いずれも基準の値を超えており、測定尺度の信頼性と妥当性がいずれの構成概念について
も確認された。

5.2. モデルの妥当性の検証
　図１の分析モデルを使用して、①ネット店舗のポイント使用者、②ネット店舗のポイン
ト非使用者、③リアル店舗利用者のポイント使用者、④リアル店舗利用者のポイント非使
用者の４群について、多母集団の同時分析をおこなった9） 。豊田（2007）および狩野・三
浦（2002）を参考に、以下の手順でモデルを検証した10）  。

　手順１　群ごとに別々に分析をおこない，モデル適合に問題がないことを確認する。
　手順２　群間で配置不変モデル（等値制約をかけないモデル）が成立していることを確

認する。
　手順３　群間で測定不変モデル（等値制約をかけるモデル）が成立していることを確認

する11）  。
　手順４　平均構造を検討する。すなわち、因子平均が群間で異なると仮定するモデルで
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群間を比較する。

　手順１から手順４の結果は表７の通りである。Model1の配置不変モデルに比べて、
Model2の測定不変モデルではAICおよびRMSEAが改善されており、平均構造を検討する
ための前提となる測定不変のモデルが受容されている。その上で、以降では平均構造を導
入した多母集団同時分析をおこなう。

表７　多母集団の同時分析に関する各モデルの適合度指標
モデル サンプル

サイズ χ2乗値 自由度 GFI AGFI CFI RMSEA AIC

Model0: 通販・ポイント使用者 � 265 � 351.67 � 51 � 0.908 � 0.860 � 0.945 � 0.096 � 405.7
Model0: 通販・ポイント非使用者 � 635 � 186.93 � 51 � 0.891 � 0.833 � 0.936 � 0.100 � 240.9
Model0: リアル・ポイント使用者 � 259 � 436.25 � 51 � 0.925 � 0.885 � 0.961 � 0.087 � 490.2
Model0: リアル・ポイント非使用者 � 990 � 88.16 � 51 � 0.947 � 0.919 � 0.983 � 0.053 � 142.2
Model1: 配置不変 � 2149 �1070.74 � 210 � 0.917 � 0.877 � 0.956 � 0.044 �1274.7
Model2: 測定不変 � 2149 �1121.04 � 237 � 0.913 � 0.885 � 0.913 � 0.042 �1271.0
Model3: 測定不変＋平均構造 � 2149 �1282.43 � 264 � ─ � ─ � 0.948 � 0.042 �1474.4

5.3. 結果の分析
　本研究における分析モデルの推定結果は、図３に表されている。顧客満足→ロイヤルテ
ィの係数について、ネット店舗のポイント使用者は0.48、ネット店舗のポイント非使用者
は0.42、リアル店舗のポイント使用者は0.47、リアル店舗のポイント非使用者は0.48であ
った。ネット店舗およびリアル店舗ともに、ポイント使用者と非使用者の間で係数に有意
差は見られなかった。したがって、仮説4a（ネット店舗におけるポイント使用者と非使用
者の顧客満足→ロイヤルティのパスの大きさの差は、リアル店舗におけるポイント使用者
と非使用者のロイヤルティの差よりも大きい）は支持されなかった。
　顧客満足→スイッチング・コストの係数については、ネット店舗のポイント使用者は
0.10、ネット店舗の非使用者は0.08、リアル店舗のポイント使用者は0.24、リアル店舗の
ポイント非使用者は0.23であった。ネット店舗およびリアル店舗ともに、使用者と非使用
者の間で係数に有意差は見られなかった。したがって、仮説4b（ネット店舗におけるポ
イント使用者と非使用者の顧客満足→スイッチング・コストのパスの差は、リアル店舗に
おけるポイント使用者と非使用者のロイヤルティの差よりも大きい）は支持されなかった。
　スイッチング・コスト→ロイヤルティについては、ネット店舗のポイント使用者は
0.27、ネット店舗のポイント非使用者は0.33、リアル店舗のポイント使用者は0.22、リア
ル店舗のポイント非使用者は0.35であった。ネット店舗では使用者と非使用者の間で有意
差は確認されなかったものの、リアル店舗では非使用者の方が使用者よりも高く、統計的
にも有意差が確認された。したがって、仮説4c（ネット店舗におけるポイント使用者と非
使用者のスイッチング・コスト→ロイヤルティのパスの大きさの差は、リアル店舗におけ
るポイント使用者と非使用者の差よりも大きい）は支持されなかった。
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図３　モデルの検証結果（非標準化係数）

　仮説１～３についての検証結果は次の通りである。顧客満足の因子平均の比較結果を図
４に示した。比較の基準とするために、リアル店舗のポイント非使用者の因子平均を0と
している。ネット店舗のポイント使用者が0.95に対して、ネット店舗の非使用者が0.66で
あり、統計的な有意差が確認された（１％水準）。一方、リアル店舗のポイント使用者は
0.18であり、リアル店舗においてポイント使用者と非使用者の間では有意な傾向はみられ
た（10％水準）。ただし、ネット店舗におけるポイント使用者と非使用者の間の差の方が、
リアル店舗におけるポイント使用者と非使用者の間の差よりも大きい。したがって、仮説
１（ネット店舗における顧客満足度は、ポイント使用者の方が非使用者よりも高く、その
差は、リアル店舗におけるポイント使用者と非使用者の差よりも大きい）は支持された。
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図４　顧客満足の因子平均の比較（リアル・ポイント非使用を0）

　スイッチング・コストの因子平均の比較をおこなった結果が図５である。比較の基準の
ために、リアル店舗のポイント非使用者の因子平均を0としている。ネット店舗のポイン
ト使用者が0.03であるのに対して、ネット店舗の非使用者が−0.01であった。一方、リア
ル店舗のポイント使用者は0.24であり、統計的な有意差が確認された（５％水準）。以上
のことから、仮説２（ネット店舗におけるスイッチング・コストは、ポイント使用者の方
が非使用者よりも高く、その差は、リアル店舗におけるポイント使用者・非使用者のスイ
ッチング・コストの差よりも大きい）は支持されなかった。
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図５　スイッチング・コストの因子平均の比較（リアル・ポイント非使用を0）
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図６　ロイヤルティの因子平均の比較（リアル・ポイント非使用を0）

　ロイヤルティの因子平均の比較をおこなった結果が、図６である。比較の基準のために、
リアル店舗のポイント非使用者の因子平均を0としている。ネット店舗のポイント使用者
が0.50であるのに対して、ネット店舗の非使用者が0.28であり、統計的な有意差は確認さ
れなかった。一方、リアル店舗のポイント使用者は0.41であり、ポイント使用者・非使用
者間において統計的な有意差が確認された（有意水準1％）。したがって、仮説３（ネット
店舗におけるロイヤルティは、ポイント使用者の方が非使用者よりも高く、その差は、リ
アル店舗におけるポイント使用者・非使用者のロイヤルティの差よりも大きい）は支持さ
れなかった。
　最後に、ロイヤルティの分解をおこなう。すなわち、ロイヤルティの因子平均を、切片
部分、顧客満足からの直接効果の寄与部分、スイッチング・コストからの直接効果の寄与
部分の３つに分解する。ロイヤルティの因子平均を分解したのが図７である。ネット店舗
のポイント使用者の因子平均0.50のうち、顧客満足からの直接効果による寄与部分は0.46
であり、91.6％の寄与率となっている。また、スイッチング・コストからの直接効果の寄
与部分は0.01であり、2.4％の寄与率となっている。切片部分は0.03であり、6.0％の寄与率
となっている。このように、ネット店舗のポイント使用者のロイヤルティは、顧客満足に
よる部分が大部分を占めることが明らかになった。
　ネット店舗のポイント非使用の因子平均0.28においては、顧客満足からの直接効果の寄
与部分が0.28となっており、97.5％の寄与率となっている。またスイッチング・コストか
らの寄与部分が0.00であり、効果が確認されない。切片部分が0.01であり、3.5％の寄与率
となっている。このように、ネット店舗のポイント非使用者のロイヤルティは、ポイント
使用者と同様に顧客満足による部分が大部分を占める。
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　リアル店舗におけるポイント使用者の因子平均0.41において、顧客満足からの直接効果
の寄与部分が0.08となっており、20.7％の寄与率である。また、スイッチング・コストか
らの寄与部分が0.11となっており、28.0％の寄与率となっている。また切片の寄与部分が
0.21と最も高く、51.4％の寄与率となっている。
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図７　ロイヤルティの源泉の比較（リアル・ポイント非使用を0）

　以上の結果をまとめると、ネット店舗のユーザーは、ポイント使用者か非使用者にかか
わらず、顧客満足からの直接効果によりロイヤルティを形成する割合が高く、スイッチン
グ・コストからの直接効果および切片により形成されるロイヤルティ部分は低い傾向にあ
る。言い換えれば、ネット店舗におけるポイント使用者と非使用者のロイヤルティの差は、
顧客満足そのものの差である。一方、ネット店舗のポイント使用者はリアル店舗のポイン
ト使用者に比べて、顧客満足からの直接効果によってロイヤルティを形成する割合が低く、
スイッチング・コストからの直接効果により形成されるロイヤルティ部分および切片の寄
与部分の割合が高い傾向にある。

6. まとめと課題

6.1. 研究結果のまとめ
　本研究の結果について、以下の４点について解釈を行い、結論とする。
　第１に、ネット店舗におけるポイント使用者の顧客満足は非使用者に比べて高く、その
差はネット店舗の方がリアル店舗よりも大きい。その理由としては、第１に、ポイントを
使用する人は、何度も同じサイトで買い物をして、ポイントを使うほど十分な買い物経験
を有しているために、もともと満足度が高い、と考えられる。第２の理由として、ポイン
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ト値引きを受けたことによって、他のサイトや店舗で買うよりも割安に購入できるという
メリットを得ているだろう。第３の理由として、ネットショッピングをする顧客は、購入
手続きの際、購買時点の保有ポイント数や購買時の使用ポイント数を確認し、金銭的にど
れくらい安くなるかについてじっくり考えた決済のプロセスをふむことができるから、と
考えられる。
　第２に、ネット店舗におけるスイッチング・コストは、ポイント使用者の方が非使用者
よりも低く、しかも、その差はネット店舗の方がリアル店舗よりも大きい。この知見は慎
重に解釈すべきである。第１に、ポイント使用者は、（回答時点で）すでにポイントを使
い切っていれば、そのサイトにロックインされているという知覚を持ちにくいのかもしれ
ない。第２の解釈として、いわゆる「リサーチ・ショッパー」現象が発生しているのでは
ないか、とも考えられる（Verhoef  et al. 2007; Kumar and Reinartz  2012）。リサーチ・
ショッパーとは、購買前に活発な情報収集をおこなう購買者のことであり、チャネルのロ
ックイン効果が薄いことによって、活発に他のショッピングサイトを探し回るリサーチ・
ショッパーを生み出す、という現象である。Kumar and Reinartz（2012）は、「ネット店
舗のチャネルにおけるロックイン効果は、明らかにリアル店舗よりも低い。なぜならば、
リアル店舗を出て別のリアル店舗に行くよりも、ウェブ上で別の店舗に移動する方がはる
かに容易だから」（p.257）と指摘している。以上のことから、リアル店舗よりもネット店
舗の方が、スイッチング・コストの影響が小さくなったと考えられる。もちろん、ポイン
トがどれくらい貯まっているかを顧客がわかるように可視化すれば、スイッチング・コス
トは上昇する可能性はあるが、その効果はリサーチ・ショッパー現象によって相殺されて
しまった可能性がある。加えて、本研究で研究対象とした家電量販の市場特性も起因して
いる、と考えられる。顧客が複数の家電量販店を利用している場合、競合のネット店舗で
もやはりポイントが可視化されているため、結果的にポイントの可視化の影響が小さくな
ったと考えられる。
　第３に、ネット店舗における顧客のロイヤルティは、ポイント使用者の方が非使用者よ
りも高いが、その差はリアル店舗の方がネット店舗よりも大きい。この理由として、第１
に、リアル店舗においてポイント使用者が知覚するスイッチング・コストが、顧客満足よ
りも強くロイヤルティに影響を与えていること、第２に、リアル店舗では切片部分が大き
かったことが挙げられる。切片部分とは、顧客満足およびスイッチング・コストの影響を
除外した、ロイヤルティの強さに関する固有の効果である。先述した「リサーチ・ショッ
パー」とは反対に、リアル店舗で買い物をする顧客は、ネット店舗のように様々な店舗を
瞬時に切り替えて比較することはできない。ポイント使用者はある特定の店舗で購買しよ
うとする傾向がネット店舗のポイント使用者よりも高くなる、と考えられるからである。
　最後に、ネット店舗におけるロイヤルティ・プログラムは、顧客満足そのものを高めは
するものの、顧客満足からロイヤルティ、もしくは顧客満足からスイッチング・コストへ
のパスを強化することは確認されなかった。図３から、ネット店舗にせよリアル店舗にせ

Direct Marketing Review vol.15 

24



よ、顧客満足からロイヤルティ、もしくは顧客満足からスイッチング・コストへのパスを
ロイヤルティ・プログラムは高めていないことが分かる。スイッチング・コストからロイ
ヤルティへのパスは、ネット店舗・リアル店舗ともに、ポイント使用者の方が非使用者よ
りもむしろ低くなっている。今回の調査対象である家電量販店においては、比較的購買頻
度が低い業態であることなどもパスに影響しにくくなっている可能性が考えられる。

6.2. インプリケーション
　以上の研究結果を勘案すると、ネット店舗においては、画面上でポイントの可視化をす
ればするほど、顧客満足が上昇する可能性が高くなる。例えば、オンラインサイトのグラ
フィック表示を工夫することによって、顧客が直感的にどの程度、自分のポイントが貯ま
っているか、購買時にどのくらい使えば割安になるかをよりわかりやすく伝えることが重
要であろう。
　さらに、リアル店舗でもポイントの可視化を高めることは、顧客満足を向上することに
もつながる。通常、リアル店舗で買い物をしている際、顧客はその場でポイント残高を確
認できない場合が多い。確かに、決済後にはレシートに印字記載されるものの、ほとんど
の人はそれを意識して確認せず、しかも購買間隔が開けば開くほどポイント残高を覚えて
いないだろう。したがって、磁気式でポイント残高が表示されるような、現時点のポイン
ト残高が分かるポイントカードを採用すれば、その分だけ顧客満足が高まる可能性がある。
さらには、レジでポイント残高を顧客に伝えるとともに、店員が顧客にポイントを使って
決済するかどうかその都度尋ねることも効果的である、と考えられる。例えば、ポイント
残高が少ない場合でも、端数分だけポイントを使うよう購買客に促してもよいであろう。
　リアル店舗においても、ネット店舗においても、顧客にポイント使用をしてもらい、ロ
イヤルティ・プログラムのメリットを感じてもらうことが顧客満足と関連があることは同
じである。どちらの店舗においておいても、顧客満足はロイヤルティを作る鍵となる。し
かしながら、ロイヤルティ・プログラムの導入とポイント使用する行為が、顧客にスイッ
チング・コストを知覚させ、やがてロイヤルティを形成させる効果をもつが、ネット店舗
では、そうしたスイッチング・コストによるロックイン効果は薄い。それゆえ、ネット店
舗を運営する業者にとっては、品揃えやサービスなどのコア便益以外で顧客満足を高める
ような各種特典を充実させた魅力的なロイヤルティ・プログラムが、リアル店舗以上に重
要となる。ネット店舗で買い物をする顧客は、それほど簡単にポイントだけで囲い込まれ
ない、という前提に立って、顧客満足の向上につながる施策を考えていく必要がある。

6.3. 今後の研究課題
　本研究における課題としては、以下の３点があげられる。第１に、顧客がネット店舗と
リアルと店舗の両方を使い分ける、マルチチャネル顧客（Multichannel Customer）の研
究である（Neslin et al., 2006）。本研究においては、リアル店舗の利用者とネット店舗の
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利用者をそれぞれサンプリングして比較をおこなったが、当然ながらその中にはリアル店
舗とネット店舗の両方を利用しているサンプルの顧客も含まれる。このようなマルチチャ
ネル顧客の顧客満足、スイッチング・コスト、ロイヤルティがどのような構造になってい
るか、それはネット店舗あるいはリアル店舗だけを利用するシングルチャネル顧客と比較
して、どのような特徴をもち、両チャネルで共通利用できるロイヤルティ・プログラムが
どのような効果をもつかについては、今後の研究課題である。
　第２に、顧客満足の原因系に関する研究である。すなわち、チャネルの違いは、顧客満
足の形成とどのような関連性をもつか、その中でロイヤルティ・プログラムがどのような
役割を果たすかを明らかにすることである。リアル店舗とネット店舗の顧客、そしてマル
チチャネル顧客のそれぞれにおいて、ロイヤルティ・プログラムへの参加・非参加、ある
いはポイント使用の有無やポイント使用の頻度や金額の大きさが、ロイヤルティの源泉と
しての顧客満足の形成にどう寄与するかを、理論的に説明し、実証することも今後の課題
である。
　第３に、本研究の対象は家電量販店のネット店舗とリアル店舗であるが、Amazonや楽
天などのモール系ネットショップや、健康食品や化粧品などの単品系通販におけるポイン
ト使用者と非使用者の違いについて研究を広げ、研究の一般化を推進する必要がある。
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のデータを利用させていただいた。日本ダイレクトマーケティング学会およびサービス産
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【注】
１）AmericanMarketingAssociationの定義による。
２）ロイヤルティの概念定義の論争については、南（2006）86~88ページを参照されたい。
３）ただし Gomez（2006）では、ロイヤルティ・プログラムへの加入によって以前より

も購買行動が変化したことは確認されず、あくまでロイヤルな顧客を維持し、感情的
なつながりをもつことにロイヤルティ・プログラムの意義があるとしている。

４）Carlsson and Lofgren（2006）の1473ページによる。
５）スイッチング・コストと類似した概念として、スイッチング・バリアがある。

Fornell（1992）は、スイッチング・バリアを「顧客が他の供給業者（ベンダー、店
舗など）に切り替えるのにコストがかかる」要因であり、「探索コスト、取引コスト、
学習コスト、得意客割引、顧客の習慣、感情的コスト、認知的努力が、経済的、社会
的、心理的なリスクと結びつくことによって顧客の心理に形成される」としている。
スイッチング・バリアは、ブランドを切り替えることに伴う経済的損失にとどまらな
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い幅広い概念であり、論者によっては、バリアに含まれる対人関係をスイッチング・ 
コストとは区別する見解（Wathne et al. 2001）や、それと類似した概念（研究者によっ
ては下位概念）として扱う見解もある（Sharma and Patterson 2000; Colgate et al. 
2007; 酒井 2012）。

６）阿部周造氏（横浜国立大学名誉教授）の消費者行動研究カンファレンスにおける筆者
へのコメントによる。謝意を申し上げる次第である。

７）ポイントカード会員と非会員を比較することも考えられるが、ポイント会員であって
もポイントを実際に使用したことがなくポイントを意識しない者を排除するために、
ポイント使用者と非使 用者に区分した。

８）JCSΙ（日本版顧客満足度指数）の調査方法は、株式会社インテージのインターネット・
モニターを用いた調査であり、２段階抽出で１企業・ブランドあたり300件超を目標
にサンプル抽出をおこなう。第１次抽出では、約140万人のモニターから性別、年齢別、
地域別の人口構成を配慮した上で約19万人を無作為抽出し、会員経験の有無を問う調
査を実施する。第１次抽出として、上記回答者から「直近に会員経験がある」方を無
作為に抽出する。家電量販店の回答者条件は「最近１か月間で２回以上買い物」がス
クリーニング条件となる。各対象400~500人程度にサービスに対しての具体的な評価
について回答を依頼し、回答者一人あたり１企業・ブランドを回答する300以上のサ
ンプルを確保される。

９）各群の相関マトリックスについては、Appendix 1を参照されたい。
10）SPSSのAmos22を用いた。
11）厳密には、測定不変性は、１因子負荷量だけに等値制約をかける「弱測定不変性」、

２因子負荷量、分散、共分散に等値制約をかける「測定不変性」3因子負荷量、分散、
共分散、誤差分散に等値制約をかける「強測定不変性」という３段階に分かれている

（浅野 2014）。本研究では、「弱測定不変性」を測定不変としている。
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　　Appendix 1:観測変数の相関マトリックス
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